
平成™™年š月š˜日 水曜日 (号外第��号)官 報
（
前
の
ペ
ー
ジ
よ
り
続
き
）

〇
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令

第
九
条
の
五
に
規
定
す
る
格
付
を
指
定
す

る
件
及
び
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る

内
閣
府
令
第
九
条
の
四
第
五
項
第
一
号
ホ

に
規
定
す
る
格
付
機
関
及
び
格
付
を
指
定

す
る
件
を
廃
止
す
る
件
（
同
三
八
）

〇
投
資
法
人
が
発
行
を
予
定
す
る
短
期
投
資

法
人
債
が
企
業
内
容
等
の
開
示
に
関
す
る

内
閣
府
令
第
一
条
第
十
三
号
の
二
に
規
定

す
る
指
定
格
付
機
関
か
ら
取
得
す
る
必
要

の
あ
る
格
付
を
指
定
す
る
件
（
同
三
九
）

〇
金
融
商
品
取
引
施
行
令
第
一
条
の
七
の
三

第
六
号
及
び
証
券
情
報
等
の
提
供
又
は
公

表
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
十
三
条
第
三
号

に
規
定
す
る
認
可
金
融
商
品
取
引
業
協
会

を
指
定
す
る
件
（
同
四
〇
）

〇
金
融
商
品
取
引
法
施
行
令
第
二
条
の
十
二

の
三
第
四
号
ロ
に
規
定
す
る
外
国
の
金
融

商
品
取
引
所
を
指
定
す
る
件
（
同
四
一
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
五
条
の
十
四

第
三
項
に
規
定
す
る
総
務
大
臣
の
行
う
認

定
に
関
す
る
手
続
を
定
め
た
件
及
び
租
税

特
別
措
置
法
施
行
令
第
二
十
八
条
の
九
第

五
項
及
び
第
三
十
九
条
の
五
十
二
第
五
項

に
規
定
す
る
総
務
大
臣
の
行
う
認
定
に
関

す
る
手
続
を
定
め
た
件
を
廃
止
す
る
件

（
同
一
一
五
）

〇
歳
入
歳
出
外
の
国
庫
内
移
換
に
関
す
る
規

則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
同
二
三
）

L
R
N

〇
オ
リ
ン
ピ
ッ
ク
競
技
大
会
及
び
パ
ラ
リ
ン

ピ
ッ
ク
競
技
大
会
優
秀
者
顕
彰
規
程
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令

（
文
部
科
学
・
厚
生
労
働
一
）

〇
勤
労
者
財
産
形
成
促
進
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
省
令
（
厚
生
労
働
三
六
）

〇
中
小
企
業
に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑

化
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改

正
す
る
省
令
（
経
済
産
業
一
七
）

〇
北
方
領
土
問
題
等
の
解
決
の
促
進
の
た
め

の
特
別
措
置
に
関
す
る
法
律
施
行
令
第
四

条
第
二
項
の
額
の
算
定
に
関
す
る
省
令
の

一
部
を
改
正
す
る
省
令
（
国
土
交
通
九
）

M
J
Q

〇
銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規
定
に
基
づ

き
、
銀
行
が
そ
の
保
有
す
る
資
産
等
に
照

ら
し
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
が
適
当
で

あ
る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準

等
の
一
部
を
改
正
す
る
件（
金
融
庁
三
四
）
M
K
J

〇
銀
行
代
理
業
者
に
係
る
銀
行
代
理
業
の
許

可
が
そ
の
効
力
を
失
っ
た
件
（
同
三
五
）

M
K
O

〇
所
得
税
法
施
行
令
第
二
百
八
条
の
三
第
一

項
第
一
号
の
規
定
に
基
づ
き
、
所
得
税
法

第
七
十
六
条
第
七
項
第
一
号
に
掲
げ
る
契

約
の
内
容
を
主
た
る
内
容
と
す
る
保
険
契

約
と
し
て
、
金
融
庁
長
官
が
財
務
大
臣
と

協
議
し
て
定
め
る
も
の
を
定
め
る
件

（
同
三
六
）

M
K
Q

〇
特
定
目
的
会
社
が
発
行
を
予
定
す
る
特
定

短
期
社
債
又
は
特
定
約
束
手
形
が
企
業
内

容
等
の
開
示
に
関
す
る
内
閣
府
令
第
一
条

第
十
三
号
の
二
に
規
定
す
る
指
定
格
付
機

関
か
ら
取
得
す
る
必
要
の
あ
る
格
付
を
指

定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
三
七
）

M
K
R

〇
株
式
会
社
商
工
組
合
中
央
金
庫
法
第
二
十

三
条
第
一
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
株
式
会

社
商
工
組
合
中
央
金
庫
が
そ
の
経
営
の
健

全
性
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
の
一
部
を

改
正
す
る
件

（
金
融
庁
・
財
務
・
経
済
産
業
二
）

M
L
I

〇
労
働
金
庫
法
第
九
十
四
条
第
一
項
に
お
い

て
準
用
す
る
銀
行
法
第
十
四
条
の
二
の
規

定
に
基
づ
き
、
労
働
金
庫
及
び
労
働
金
庫

連
合
会
が
そ
の
保
有
す
る
資
産
等
に
照
ら

し
自
己
資
本
の
充
実
の
状
況
が
適
当
で
あ

る
か
ど
う
か
を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
の

一
部
を
改
正
す
る
件

（
金
融
庁
・
厚
生
労
働
三
）

〇
農
業
協
同
組
合
等
が
そ
の
経
営
の
健
全
性

を
判
断
す
る
た
め
の
基
準
等
の
一
部
を
改

正
す
る
件
（
金
融
庁
・
農
林
水
産
六
）

M
L
J

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
八
十
条
の
三
第
一
項

に
規
定
す
る
農
林
中
央
金
庫
等
の
業
務
の

健
全
か
つ
効
率
的
な
運
営
に
資
す
る
も
の

と
し
て
内
閣
総
理
大
臣
及
び
農
林
水
産
大

臣
が
定
め
る
基
準
を
廃
止
す
る
件（
同
七
）
M
L
M

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
附
則
第
六
条
第
百
三

項
か
ら
第
百
五
項
ま
で
に
規
定
す
る
総
合

通
信
局
長
の
行
う
証
明
に
関
す
る
手
続
を

定
め
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
総
務
一
一
三
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
の
四
第
一
項

及
び
第
四
十
四
条
の
四
第
一
項
の
規
定
の

適
用
を
受
け
る
減
価
償
却
資
産
を
指
定
す

る
件
を
廃
止
す
る
件
（
同
一
一
四
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
附
則
第
六
条
第
九
十

四
項
に
規
定
す
る
総
合
通
信
局
長
の
行
う

証
明
に
関
す
る
手
続
を
定
め
た
件
の
一
部

を
改
正
す
る
件
（
同
一
一
六
）

M
L
M

〇
租
税
条
約
の
実
施
に
伴
う
所
得
税
法
、
法

人
税
法
及
び
地
方
税
法
の
特
例
等
に
関
す

る
法
律
の
施
行
に
関
す
る
省
令
第
九
条
の

二
第
二
項
の
規
定
に
基
づ
き
、
同
項
に
規

定
す
る
総
務
大
臣
及
び
財
務
大
臣
が
定
め

る
規
定
を
定
め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
総
務
・
財
務
一
）

M
L
N

〇
所
得
税
法
第
九
条
第
一
項
第
十
四
号
に
規

定
す
る
全
品
を
指
定
す
る
件

（
財
務
一
〇
二
）

〇
地
震
保
険
料
控
除
の
対
象
と
な
る
自
然
災

害
共
済
に
係
る
契
約
を
指
定
す
る
件
の
一

部
を
改
正
す
る
件
（
同
一
〇
三
）

〇
所
得
税
法
第
百
八
十
九
条
第
一
項
に
規
定

す
る
所
得
税
法
別
表
第
二
の
甲
欄
に
掲
げ

る
税
額
が
算
定
さ
れ
た
方
法
に
準
ず
る
も

の
と
し
て
財
務
大
臣
が
定
め
る
方
法
を
定

め
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
〇
四
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
十
条
の
二
の
二
第
一

項
第
一
号
、
第
二
号
及
び
第
四
号
並
び
に

第
四
十
二
条
の
五
第
一
項
第
一
号
、
第
二

号
及
び
第
四
号
の
規
定
の
適
用
を
受
け
る

減
価
償
却
資
産
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を

改
正
す
る
件
（
同
一
〇
五
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
第
一
項
及
び

第
四
十
三
条
第
一
項
の
規
定
の
適
用
を
受

け
る
機
械
そ
の
他
の
減
価
償
却
資
産
及
び

期
間
を
指
定
す
る
件
の
一
部
を
改
正
す
る

件
（
同
一
〇
六
）

M
L
O

〇
租
税
特
別
措
置
法
第
十
一
条
の
六
第
一
項

及
び
第
四
十
四
条
の
六
第
一
項
の
規
定
の

適
用
を
受
け
る
機
械
そ
の
他
の
減
価
償
却

資
産
を
指
定
す
る
件
を
廃
止
す
る
件

（
同
一
〇
七
）

〔
告

示
〕

〇
内
閣
府
本
府
の
保
有
す
る
行
政
文
書
の
開

示
に
係
る
権
限
又
は
事
務
の
一
部
に
つ
い

て
委
任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
内
閣
府
一
一
）

M
J
R

〇
内
閣
総
理
大
臣
の
所
掌
に
係
る
行
政
機
関

の
保
有
す
る
個
人
情
報
の
保
護
に
関
す
る

法
律
第
四
章
第
一
節
か
ら
第
三
節
ま
で
に

定
め
る
権
限
又
は
事
務
の
一
部
に
つ
い
て

委
任
し
た
件
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
二
）

〇
租
税
特
別
措
置
法
施
行
令
第
五
条
の
十
一

第
二
項
及
び
第
二
十
八
条
の
四
第
二
項
の

規
定
に
基
づ
き
内
閣
総
理
大
臣
が
指
定
す

る
減
価
償
却
資
産
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
三
）

〇
地
方
税
法
施
行
規
則
附
則
第
六
条
第
四
十

三
項
の
規
定
に
基
づ
き
内
閣
総
理
大
臣
が

定
め
る
償
却
資
産
の
一
部
を
改
正
す
る
件

（
同
一
四
）

〇
電
気
機
械
器
具
品
質
表
示
規
程
の
一
部
を

改
正
す
る
告
示
（
同
一
五
）
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